
〇福知山市奨学金返済負担支援事業補助金交付要綱 

令和６年９月１０日 

告 示 第 ２ ０ ３ 号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内中小企業等の人材確保及び若年者の地元就職の促進

を図るため、奨学金返済支援制度を設けて従業員の奨学金の返済を支援する

市内の中小企業者等に対し、予算の範囲内で福知山市奨学金返済負担支援事

業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、福知山市補助金

交付規則（昭和 28年福知山市規則第５号）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１）大学等 大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校及び専修学校

（専門課程又は高等課程を置くものに限る。）をいう。 

（２）奨学金 大学等の教育機関における就学を支援するために貸与される学

資金等のうち、次のいずれかに該当するものをいう。ただし、補助金の交付

対象となる者と貸主が同一であるものその他補助金の趣旨から交付の対象

外とすることが必要と市長が認めるものを除く。 

  ア 独立行政法人日本学生支援機構が貸与する奨学金 

  イ 地方公共団体、大学等、民間企業その他奨学金貸与機関が貸与する奨学

金 

  ウ その他市長が特に必要と認めるもの 

（３）中央会補助金 京都府中小企業団体中央会が実施する就労・奨学金返済一

体型支援事業補助金をいう。 

（４）中小企業者等 中央会補助金の交付対象となる者をいう。 

（５）主たる事業所 次のいずれかのことをいう。 

ア 法人にあっては、設立登記している本店 

イ 団体にあっては、設立登記している主たる事務所 

ウ 個人事業主にあっては、個人の住所地があること。 

エ その他市長が特に認めるもの 



（６）保育施設 次のいずれかのことをいう。 

  ア 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「法」という。）第 39条 

第１項に規定する保育所 

  イ 法第６条の３第 10項に規定する小規模保育事業を実施する施設 

  ウ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する 

法律（平成 18年法律第 77号）第２条第６項に規定する認定こども園 

  エ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する 

   法律第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園 

（７）正規労働者 期間の定めのない労働契約を締結する労働者であって、正社

員待遇（その雇用する事業所の就業規則等に規定する賃金の算定方法及び

支給形態、賞与、退職金並びに定期的な昇給、昇格等の労働条件が適用され

ることなど長期雇用を前提とした待遇をいう。）を受けている労働者をいう

（同一の事業所に雇用される通常の労働者に比して、勤務地若しくは職務

が限定され、又は１週間の所定労働時間が短い労働者を含む。）。 

（８）奨学金返済支援制度 事業主が、就業規則、賃金規程その他従業員に周知

された文書に明記する事項に基づいて、その雇用する対象従業員の奨学金

の返済（当該従業員本人が主たる債務者であるものの返済に限る。）に係る

負担を軽減するため、返済支援（年１回以上当該従業員に対して現金その他

これに類するものを支給すること、年１回以上当該従業員に代わり奨学金

の債権者に対して直接奨学金を返済すること又はその両方をいう。以下同

じ。）を行う制度をいう。 

（９）対象従業員 奨学金返済支援制度の対象となる従業員のことをいい、次に

掲げる条件を全て満たす者をいう。ただし、市長が対象従業員とすることが

適当でないと認めた場合は、この限りでない。 

  ア 大学等を卒業し、令和６年４月１日以降に市内の中小企業者等に雇用

された新卒者又は転職者 

  イ 正規労働者として雇用されてから３年以内である者 

  ウ 補助金に係る奨学金について、当該奨学金の返済を延滞していない者 

（10）補助事業 補助対象者が就業規則、賃金規程その他手当等の内容を明確に

定めた文書に基づき、対象従業員に対し、奨学金返済を支援するため手当等

を支給する事業をいう。 

 （補助対象者） 



第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の

各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）本市に主たる事業所を有する中小企業者等であること。 

（２）中央会補助金の交付決定を受けていること。 

（３）市税の滞納がないこと。ただし、徴収の猶予を受けている場合を除く。 

（不交付要件） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者は、補助対象者としない。 

（１）労働関係法令に違反している者 

（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条に規定する性風俗関連特殊営業及び当該営業に係る接客

業務受託営業を行う者 

（３）宗教上の組織又は団体 

（４）政治団体 

（５）国又は地方公共団体が出資による権利を有する事業所の事業主 

（６）福知山市暴力団排除条例（平成２４年福知山市条例第１７号）第２条第３

号に規定する暴力団員等又は同条第４号に規定する暴力団密接関係者 

（７）前各号に掲げるもののほか、補助金の趣旨に照らして適当でないと市長

が判断する者 

（補助金の交付期間） 

第５条 補助金の交付期間は、初回の交付申請に係る返済支援を開始した月か

ら起算して３年以内又は返済支援を開始した年度から起算して３事業年度目

の３月３１日までのいずれか早い日までの間とする。 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、中央会補助金の補助額の２分の１以内の額（この額に１，

０００円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）とする。ただし、保

育施設が保育士又は保育教諭に対して補助事業を実施する場合は、中央会補

助金と同額とする。 

 （交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、第５

条に規定する補助金の交付期間の年度ごとに福知山市奨学金返済負担支援事

業補助金交付申請書（別記様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市

長が定める日までに提出しなければならない。 



（１）中央会補助金交付申請書及び添付書類の写し 

（２）中央会補助金交付決定通知書の写し 

（３）納税証明書 

（４）その他市長が必要と認める書類 

２ 正当な理由により前項各号に掲げる書類を提出できない場合は、別に市長

が定める書類を提出するものとする。 

 （補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定により提出された申請書を受理した場合は、速やか

にその内容を審査し、補助金の交付又は不交付を決定の上、その結果を申請者

に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定する場合で、必要があると認

めるときは、条件を付することができる。 

（申請の取下げ） 

第９条 補助対象者は、前条の通知を受けた場合において、当該通知に係る交付

決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、市長が別に定める

期日までにその理由を記載した書類を添付して、交付申請を取り下げること

ができる。 

（補助事業の変更、中止又は廃止） 

第 10条 補助対象者は、補助事業の内容を変更しようとする場合は、速やかに

福知山市奨学金返済負担支援事業変更承認申請書（別記様式第２号）を市長に

提出しなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 補助対象者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、福知山市

奨学金返済負担支援事業中止（廃止）承認申請書（別記様式第３号）を市長に

提出しなければならない。 

３ 市長は、前２項の申請に関し申請事項を承認した場合は、その旨を当該申請

者に通知するものとする。 

 （補助事業の遂行の義務） 

第 11条 補助対象者は、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、

善良な管理者の注意をもって補助事業を行い、補助金を他の用途に使用して

はならない。 

２ 補助対象者は、対象従業員が奨学金を計画に従い返済していることを確認

しなければならない。 



３ 補助対象者は、補助事業の遂行状況の報告を求められた場合は、市長が別に

定める日までに福知山市奨学金返済負担支援事業遂行状況報告書（別記様式

第４号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）賃金台帳、給与明細書その他対象従業員に支給した手当等の月ごとの実績

が分かる書類の写し 

（２）その他市長が必要と認める書類 

４ 市長は、前項の報告があった場合、当該報告に係る書類の審査及び必要に応

じて現地調査等を行うものとする。 

 （補助事業の実績報告） 

第 12条 補助対象者は、補助事業が完了した場合は、市長が別に定める日まで

に、福知山市奨学金返済負担支援事業実績報告書（別記様式第５号）に次の各

号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、前条第３

項において提出した書類については、省略することができる。 

（１）中央会補助金実績報告書及び添付書類の写し 

（２）中央会補助金額確定通知書の写し 

（３）その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定等） 

第 13条 市長は、前条の報告を受けた場合は、その内容の審査その他必要な調

査を行い、補助事業の実績が交付決定の内容に適合すると認めたときは、補助

金の額を確定し、当該補助対象者に通知するものとする。 

 （補助金の交付） 

第 14条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、前条に規定する通知を

受けた場合は、速やかに所定の請求書により市長に請求しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する請求を受けた場合は、その内容を審査し、適当と認

めたときは、補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第 15条 市長は、補助対象者が次のいずれかに該当すると認めた場合は、補助

金の全部又は一部を取り消し、又は既に補助金が交付されているときは、その

全部又は一部を返還させることができる。 

（１）交付の要件を満たさなくなったとき。 

（２）虚偽その他不正の手段により補助金の支給の決定又は支給を受けたとき。 

（３）法令又はこの要綱に違反したとき。 



（４）その他市長が不適正と認めたとき。 

２ 市長は、前項各号の要件に該当することが疑われる場合は、提出された申請

書類等について審査を行い、調査を開始することができるものとし、調査に必

要な関係書類等の提出、事情の聴取等を行うことができるものとする。 

３ 補助対象者が前項の調査を受ける場合には、これに誠実に応じるものとす

る。 

 （補助金の経理） 

第 16条 補助対象者は、補助事業に係る経理についての収支の事実を明確にし

た証拠書類を整備し、当該補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から５

年間保存しなければならない。 

 （その他） 

第 17条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和５年８月８日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年９月１０日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 


